
介護事業所キャリ アパス構築支援に 係る業務委託受託 者募集要項  

 

１   目 的  

新加 算 へ の移 行 に 伴い 、賃 金 体 系等 の整 備 、資 格 や勤 続年 数 等 に応 じ た 昇

給の 仕 組 みの 整 備 を必 要 と する 介 護 サー ビ ス 事業 所 等 に対 し て ，令 和６ 年度

介護 報 酬 改定 後 の 制度 の 趣 旨・内 容 を説 明 し 、取得 方 法 、要 件 、具体 的 な申

請手 続 や 好事 例 等 を示 し ，新 加算 の 取得 に 向 けた 丁 寧 な個 別 相 談 ，研 修 等を

行う 。  

介護 職 員 が将 来 の 展望 を 持 って 働 く こと が で きる よ う ，介 護 事業 所 に お け

るキ ャ リ アパ ス 構 築を 支 援 する こ と で， 介 護 職員 の 処 遇改 善 の 促進 を 図 り ，

介護 職 員 の確 保 に 繋げ る 。  

※  本 事 業は ，国 庫 補助 事 業（ 介 護職 員 処遇 改 善 加算 等 の 取得 促 進 支援 事 業）

を活 用 し 実施 す る 。  
 

２   実 施 方法  

  県 か らの 委 託 によ り 実 施  
 

３   契 約 期間  

契約 締 結 日か ら 令 和７ 年 ３月 31 日  
 

４   業 務 内容  

  別 添 「介 護 事 業所 キ ャ リア パ ス 構築 支 援 に係 る 業 務委 託 仕 様書 」 を 参照 。  

 

５  委 託 先の 要 件  

  応 募 要件 は ， 以下 の と おり と す る。  

(1) 県 内 に 事 業 所 を 有 す る 法 人 で あ り ， か つ ， 次 に 掲 げ る 条 件 に 該 当 し な い

もの 。  

  ア  地 方 自 治法 施行 令（ 昭和 22 年 政令 第 16 号 ）第 167 条 の４ に 規 定す る 者  

   (ｱ) 当 該 公募 に 係る 契 約 を締 結 す る能 力 を 有し な い 者及 び 破 産者 で 復 権を

得な い 者  

 (ｲ) 鹿児 島 県 との 契約 等 に おい て 次 のａ か ら ｆま で の いず れ か に該 当 す る

と 認 め ら れ た こ と に よ り ３ 年 以 内 の 期 間 を 定 め て 一 般 競 争 入 札 に 参 加

させ な い こと と さ れた 者 及 びそ の 者 を代 理 人 ，支 配人 そ の他 の 使 用人 又

は入 札 代 理人 と し て使 用 す る者  

ａ  契 約 の履 行 に 当た り ， 故意 に 工 事若 し く は製 造 を 粗雑 に し ，又 は 物

件の 品 質 若し く は 数量 に 関 して 不 正 の行 為 を した 。  

ｂ  競 争 入札 又 は せり 売 り にお い て ，そ の 公 正な 執 行 を妨 げ た 又は 公 正

な価 格 の 成立 を 害 し， 若 し くは 不 正 の利 益 を 得る た め に連 合 し た。  



ｃ  落 札 者が 契 約 を締 結 す るこ と 又 は契 約 者 が契 約 を 履行 す る こと を 妨

げた 。  

ｄ  地 方 自治 法 第 234 条 の ２第 １ 項 の 規定 に よ る監 督 又 は検 査 の 実施 に

当た り 職 員の 職 務 の執 行 を 妨げ た 。  

ｅ  正 当 な理 由 が なく て 契 約を 履 行 しな か っ た。  

ｆ  ａ か ら ｅ に よ り 一 般 競 争 入 札 に 参 加 で き な い こ と と さ れ て い る 者

を契 約 の 締結 又 は 履行 に 当 たり 代 理 人，支 配人 そ の 他 の使 用 人 とし て

使用 し た 。  

イ  鹿 児 島県 が 行 う契 約 か らの 暴 力 団排 除 措 置に 関 す る要 綱 に 規定 す る 者  

(ｱ) 暴 力 団 （ 暴 力 団 員 に よ る 不 当 な 行 為 の 防 止 等 に 関 す る 法 律 （ 平 成 ３ 年

法律 第 77 号 ） 第２ 条第 ２ 号 に規 定 す る暴 力 団 をい う 。 ）  

(ｲ) 役員 等 が ，暴 力 団員 等 （ 鹿児 島 県 暴力 団 排 除条 例 （ 平成 26 年 鹿 児 島県

条例 第 22 号 ） 第２ 条第 ３ 号 に規 定 す る暴 力 団 員等 を い う。 以 下 同じ 。 ）

であ る と 認め ら れ る法 人 等  

ａ  法 人 にあ っ て は非 常 勤 を含 む 役 員， 支 配 人， 営 業 所等 （ 営 業所 ，  

事務 所 そ の他 こ れ らに 準 ず るも の を いう 。 以 下同 じ 。 ）を 代 表 する 者  

その 他 い かな る 名 称を 有 す るも の で ある か を 問わ ず 法 人の 経 営 を行 う  

役職 に あ る者 又 は 経営 を 実 質的 に 支 配し て い る者  

ｂ  法 人 格を 有 し ない 団 体 にあ っ て は代 表 者 ，理 事 そ の他 ａ に 掲げ る 者  

と同 等 の 責任 を 有 する 者  

ｃ  個 人 にあ っ て は， そ の 者， 営 業 所等 を 代 表す る 者 その 他 い かな る 名  

称を 有 す るも の で ある か を 問わ ず 個 人の 経 営 を行 う 役 職に あ る 者又 は  

経営 を 実 質的 に 支 配し て い る者  

(ｳ) 暴 力 団又 は 暴 力団 員 等 が， そ の 経営 に 実 質的 に 関 与し て い る法 人 等  

(ｴ) 役 員 等 が ， 自 己 ， 自 社 若 し く は 第 三 者 の 不 正 な 利 益 を 図 る 目 的 又 は 第

三 者 に 損 害 を 加 え る 目 的 を も っ て ， 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 等 を 利 用 し て い

る法 人 等  

(ｵ) 役 員 等 が ， 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 等 に 対 し て ， い か な る 名 義 を も っ て す

る か を 問 わ ず ， 金 銭 ， 物 品 そ の 他 の 財 産 上 の 利 益 を 不 当 に 提 供 し ， 又 は

便 宜 を 供 与 す る な ど 直 接 的 又 は 積 極 的 に 暴 力 団 の 維 持 運 営 に 協 力 し ， 又

は関 与 し てい る 法 人等  

(ｶ) 役 員 等 が ， 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 等 と 社 会 的 に 非 難 さ れ る べ き 関 係 を 有

して い る 法人 等  

(ｷ) 役 員 等 が ， 暴 力 団 又 は 暴 力 団 員 等 で あ る こ と を 知 り な が ら 不 当 な 行 為

をす る た めに こ れ らを 利 用 して い る 法人 等  
 



ウ  宗 教 活動 や 政 治活 動 を 主た る 目 的と す る 者  

 

(2)  当 該 委 託 事 業 を 的 確 に 遂 行 す る た め の 必 要 な 経 営 基 盤 及 び 人 員 体 制 を

有し て い るこ と 。  

(3) 会社 更 生 法， 民事 再 生 法等 に 基 づく 更 正 また は 再 生手 続 き を行 っ て いな

いこ と 。 また ， 経 営状 況 が 著し く 不 健全 で な いこ と 。  

 

６  委 託 料  

(1) 上 限 額  

  3,219 千 円以 内 （消 費 税 及び 地 方 消費 税 （ 10％ ） を 含む 。 ）  

(2) 対 象 経費  

①  報 償 費（ 講 師 及び 専 門 家派 遣 に 要す る 謝 金）  

②  旅  費  

③  需 用 費（ 消 耗 品費 ， 印 刷製 本 費 等）  

④  役 務 費（ 通 信 運搬 費 等 ）  

⑤  使 用 料及 び 賃 借料 （ 会 場借 上 料 ）  

⑥  そ の 他（ 受 託 法人 に お ける 人 件 費等 ）  

※  積算 に 当 たっ て ， 不明 な 点 は県 へ 問 い合 わ せ るこ と 。  

 

７  募 集 方法  

(1) 提 出 書類  

①  事 業 計画 申 込 書（ 第 １ 号様 式 ）  

②  事 業 計画 書 （ 第２ 号 様 式）  

③  事 業 費積 算 書 （第 ３ 号 様式 ）  

④  実 施 する 研 修 の内 容 ， 実施 時 期 がわ か る 資料  

  ⑤  誓 約 書 及び 役員 名 簿 （第 ４ 号 様式 ）  

  （ ５ 委 託 先の 要 件 (1)のイ に つ いて ，鹿 児島 県 警 察本 部 に照 会 す るた め に 使

用。 ）  

⑥  決 算 書（ 間 近 ２期 分 の 貸借 対 照 表， 損 益 計算 書 ， 収支 計 算 書な ど ）  

(2) 提 出 方法  

持参 又 は 郵送  

 (3) 提出 期 限  

   令和 ６ 年 ７月 12 日 （ 金）  午 後 ５時 （ 必 着）  

(4) 提 出 ・問 合 せ 先  

    〒 890-8577 鹿 児島 市 鴨 池新 町 １ ０－ １  

鹿児 島 県 高齢 者 生 き生 き 推 進課 介 護 保険 室 事 業者 指 導 係  



TEL 099-286-2687（直 通 ）  

 

８  事 業 者の 決 定  

  県 は ，提 出 書 類の 内 容 を審 査 し ，予 算 の 範囲 内 で ，委 託 先 の事 業 者 を決 定

する も の とす る 。（ 審査 結 果 につ い て の異 議 申 立て は ，一 切受 け 付 けま せ ん。） 

 

９  そ の 他留 意 事 項な ど  

(1) 本 募 集に 応 募 する た め の一 切 の 費用 は ， 応募 者 の 負担 と す る。  

(2) 委 託 費に 残 額 が生 じ た 場合 は ， 返還 す る もの と す る。  

 

 


